
３. 経  過  的  長  期  経  理

（１）事業の概要

経過的長期経理では、被用者年金制度の一元化等を図るための厚生年金保険法等の一部を改正する

法律附則第 49 条の 2 に規定する国の組合の経過的長期給付及びこれに準ずる給付並びに同法附則第
50条第 1項の規定に基づく拠出金の拠出及び同法附則第 76条第 1項の規定に基づく拠出金の受入れ

に関する取引を経理する。 

（２）経理の概況

イ 経常損益

経常収益の総額は170,478百万円で、前年度に比べ119,785百万円の増加（236.3％）となっている。

このうち「負担金収入」は12,527 百万円で、前年度に比べ995 百万円の減少（△7.4％）となって

いる。

「基礎年金交付金収入」は26百万円で、前年度に比べ18百万円の減少（△40.5％）となっている。 
「拠出金収入」は157,765百万円で、前年度に比べ120,815百万円の増加（327.0％）となっている。 
「その他の収入」は160百万円で、前年度に比べ17百万円の減少（△9.8％）となっている。なお、

｢その他の収入｣の大半は「退職一時金等返還金収入」（160百万円）である。 

一方、経常費用の総額は168,751百万円で、前年度に比べ515百万円の減少（△0.3％）となってい

る。

このうち「給付金」は167,475百万円で、前年度に比べ397百万円の増加（0.2％）となっている。 
「業務経理へ繰入」は1,274百万円で、前年度に比べ910百万円の減少（△41.7％）となっている。 
「その他の経費」は3百万円で、前年度に比べ2百万円の減少（△43.6％）となっている。 

この結果、経常損益は1,727百万円となった。 

ロ 特別損益

特別利益は42百万円となっている。

一方、特別損失は6百万円となっていることから、特別損益は35百万円となった。

ハ 当期損益

以上の結果、当期損益は 1,762 百万円となり、この利益金は全額経過的長期給付積立金に積み立て

ることになる。



（３）資産の内訳 
 
短期性預金等は5,585百万円で、前年度に比べ1,687百万円の増加（43.3％）となっている。 
また、経過的長期給付積立金は2,608百万円で、前年度に比べ1,762百万円の増加（208.3％）とな

っている。 
 
 
（参 考） 

区  分 4年度末 5年度末 増△減 増△減率 
年 金 受 給 権 者 数 1,296千人 1,302千人 7千人 0.5％ 
一 人 当 た り 年 金 額 135千円 138千円 2千円 1.8％ 

 
 



経 過 的 長 期 経 理 主 要 科 目 損 益 比 較 表

科 　　　　  目 ４年度決算額 ５年度決算額 増 △ 減 額 増△減率

経   常   収   益

    負   担   金   収   入      13,522,575 12,527,348 995,227△         7.4△         

事 業 主 負 担 金 2,123,483 2,146,642 23,159 1.1

公 経 済 負 担 金 460,343 444,793 15,550△           3.4△         

追 加 費 用 10,938,749 9,935,913 1,002,836△       9.2△         

    基礎年金交付金収入 43,927 26,150 17,777△           40.5△        

36,949,657 157,764,902 120,815,245 327.0

    そ  の  他  の  収  入 177,190 159,786 17,404△           9.8△         

50,693,349 170,478,186 119,784,837 236.3

    給         付         金 167,078,022 167,475,060 397,038 0.2

    業 務 経 理 へ 繰 入     2,183,985 1,273,751 910,234△         41.7△        

    そ  の  他  の  経  費 4,522 2,551 1,971△             43.6△        

169,266,529 168,751,363 515,166△         0.3△         

118,573,180△    1,726,823 120,300,003

    前 期 損 益 修 正 益 71,352 41,769 29,583△           41.5△        

71,352 41,769 29,583△           41.5△        

特   別   損   失

    前 期 損 益 修 正 損 604 6,331 5,727 947.7

604 6,331 5,727 947.7

70,747 35,437 35,310△           

118,502,433△    1,762,260 120,264,693

計

経   常   損   益

特   別   利   益

当     期     損     益

計

計

特   別   損   益

(単位：千円、％）

    拠   出   金   収   入 

計

経   常   費   用



経 過 的 長 期 経 理 資 産 構 成 割 合

金      額 割 合 金      額 割 合 増△減率

千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

3,897,285 100.0 5,584,645 100.0 1,687,360 43.3

増△減率

千円 千円 千円 ％

（参  考）

区             分 ４ 年 度 決 算 ５ 年 度 決 算 増 △ 減 額

経 過 的 長 期 給 付 積 立 金 845,834 2,608,094 208.31,762,260

短 期 性 預 金 等

（年度末現在）

区 分
４ 年 度 決 算 ５ 年 度 決 算 増　　 △　減 

金      額



経　過　的　長  期  経  理

貸  借  対  照  表
令和 6年 3月31日現在

            借        方 金    額             貸        方 金    額

円 円 円 円

流 動 資 産 5,584,645,367 流 動 負 債 2,976,551,500

5,148,882,815 2,966,724,088

26,596 9,827,412

435,735,956

2,976,551,500

剰   余   金 2,608,093,867

(2,608,093,867)

2,608,093,867

2,608,093,867

5,584,645,367 5,584,645,367

純 資 産 合 計

経過的長期給付積立金

経過的長期給付積立金

資 産 合 計 負 債 ・ 純 資 産 合 計

負 債 合 計

現 金 ・ 預 金 未 払 金

未 収 収 益 預 り 金

未 収 金



経　過　的　長  期  経  理

損  益  計  算  書
自  令和5年 4月 1日

至  令和6年 3月31日

            損        失 金    額             利        益 金    額

円 円 円

経 常 費 用 168,751,362,667 経 常 収 益 170,478,185,534

(167,477,611,696) (170,478,043,736)

134,333,991,784 12,527,347,737

2,570,822,624 26,150,131

30,549,478,966 157,764,902,000

1,966,800 159,628,318

16,843,358 15,550

1,050,130 (141,798)

823,090 141,798

9,030

74,590 特 別 利 益 41,768,643

2,262,191 41,768,643

289,133

(1,273,750,971)

1,273,750,971

6,331,248

6,331,248

1,762,260,262

170,519,954,177 170,519,954,177合 計

当期利益金1,762,260,262円は、被用者年金制度の一元化等を図るための厚生年金保険法等の一部を改正する法律の施行及び国家公務員の退職給付の給付水
準の見直し等のための国家公務員退職手当法等の一部を改正する法律の一部の施行に伴う国家公務員共済組合法による長期給付等に関する経過措置に関す
る政令（平成２７年政令第３４５号）第１４３条において準用する国家公務員共済組合法施行令（昭和３３年政令第２０７号）第９条第３項の規定により積立金を増額し
て整理する。

当 期 利 益 金

合 計

雑 費

繰 入 金

業 務 経 理 へ 繰 入

特 別 損 失

前 期 損 益 修 正 損

未 収 給 付 金 償 却 額 前 期 損 益 修 正 益

通 算 退 職 年 金 雑 収 入

返 還 一 時 金 運 用 収 入

脱 退 一 時 金 受 取 利 息

死 亡 一 時 金

特 例 死 亡 一 時 金

事 業 費 用 事 業 収 益

退 職 給 付 負 担 金 収 入

障 害 給 付 基礎年金交付金収入

遺 族 給 付 拠 出 金 収 入

公 務 災 害 給 付 退職一時金等返還金収入



重 要 な 会 計 方 針 等 

 

 

１．その他の財務諸表作成のための重要な事項 

（１） 消費税の会計処理方法 

税込方式によっている。 



１．子会社及び関連会社の株式の明細
該当なし

２．出資先団体等に対する出資の明細
該当なし

３．子会社及び関連会社に対する債権及び債務の明細
該当なし

４．関連公益法人等の基本財産に対する拠出金等の明細
該当なし

５．国庫補助金等の明細

貸借対照表 損益計算書

円

26,150,131 －
経常収益
  基礎年金交付金収入

６．役員及び連合会に使用される者の給与費の明細
該当なし

７．その他主な資産、負債の明細

摘   要

          国  庫  補  助  金  等  明  細  表

国庫補助金等の名称
支 出 元 の
会 計 区 分

金    額
国庫補助金等との関連科目

国家公務員共済組合連合会等交付金
年金特別会計

（基礎年金勘定）



取引金融機関名 区 分 金 額 摘 要

円
みずほ銀行虎ノ門支店

ほか1行
普　通　預　金

5,148,882,815

種 別 金 額 氏 名 摘 要

円

負 担 金 収 入 24,403,667 衆 議 院 共 済 組 合 ほ か

給 付 金 130,887,952 年 金 受 給 者 ほ か

負 担 金 等 精 算 67,959,308 厚生年金保険経理ほか

業 務 経 理 へ 繰 入 212,485,029 業 務 経 理 繰入金戻入額

合　　　　計 435,735,956

種 別 金 額 氏 名 摘 要

円

預 金 利 息 26,596 三 菱 UFJ 信 託 銀 行 ほ か

合　　　　計 26,596

預 金 明 細 表

未収金 明 細 表

未収収益明細表



未 払 金 明 細 表

種　　　　別 金　　　　額 氏　　　　名 摘　　　　　　要

円

負 担 金 収 入 722,919 厚 生 年 金 保 険 経 理 ほ か

仮 受 金 精 算 25,385,734 厚 生 年 金 保 険 経 理 ほ か

給 付 金 75,104,749 年 金 受 給 者

年 金 給 付 額 振 替 2,860,912,322 厚 生 年 金 保 険 経 理

負 担 金 等 精 算 4,598,364 厚 生 年 金 保 険 経 理 ほ か

合　　　　計 2,966,724,088

預 り 金 明 細 表

種　　　　別 金　　　　額 氏　　　　名 摘　　　　　　要

円

給 付 金 9,815,941 年 金 受 給 者

所 得 税 11,471 年 金 受 給 者 ほ か

合　　　　計 9,827,412



増　加　額 減　少　額

円 円 円 円

経過的長期
給付積立金

845,833,605 156,517,455,206 154,755,194,944 2,608,093,867

利 益 剰 余 金 計 算 書

自令和５年　４月　１日　　　　至令和６年　３月３１日

0 円

2,608,093,867 円

△ 2,608,093,867 円

2,608,093,867 円

0 円

貸借対照表計上額 摘　　　要

            積      立     金

　　　　　　　    　   　　　       　　積 立 金 明 細 表

区　　　分 前期繰越額
当　　　　　　期

１．積 　 立　  金

２．当 期 利 益 金

３．当 期 処 分 額

経過的長期給付積立金への積立
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